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様式第１号 

経 営 戦 略 改 定（第１回） 

 

宮崎県日南市 

                          下水道事業会計  

                          （公共下水道事業） 

第１ 現在の事業状況 

                         （令和３年３月３１日） 

処理人口 18,250人 年間総有収水量 1,752,590㎥ 

水洗化人口 14,931人 １日平均処理水量 8,009㎥/日 

水洗化率 81.8% 本支管延長数 160km 

年間総処理水量 2,923,397㎥ 計画処理能力 14,700㎥/日 

  

１ 現在の事業状況 

   令和２年度における有収水量については、前年と比較し、約５パーセント

の減となっています。 

   これは、人口減少及び節水等によるものが主な原因と考えられ、今後も継

続的に推移するものと予想されます。 

   事業に着手してから相当年数が経過し、布設後５０年を経過した管きょ

や耐用年数を迎える設備もこれからますます増加する見込みとなっていま

す。 

   また、未普及地区における管きょの整備についても、全体計画及び事業計

画に基づいて実施しています。 

 

第２ 経営戦略第 1回改定時点における状況 

 １ 経営戦略第 1回改定時点の財政状況 

   収益的収支は、令和元年１０月に下水道使用料の改定を実施したことで、

令和２年度決算における経常収支比率は、106.16％となり、前年度

（101.62％）に比べ改善しましたが、人口減少等の影響により、処理区域内

人口が年々減少しており、平成 27年度に策定した公共下水道事業経営戦略

の計画数値と実施状況には、乖離が生じています。 

   資本的収支については、未普及解消及び施設更新等の建設改良費を、現在

の事業規模で推移すると見込んでいること及び一般会計からの繰入金が現

状のまま維持されるという想定にて算定すると、建設改良費に係る公営企

業債の償還が膨らむため、資金不足に陥る可能性があります。よって、令和

７年度から収益的収支が単年度赤字となることが予想されます。 
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第３ 経営の基本方針 

 １ 公共用水域の環境保全 

   健康で快適な生活環境の整備により公共用水域の保全に努めます。 

  

２ 未普及解消、施設更新及び水洗化普及促進 

（１）下水道整備の一層の充実を図るため、吾田地区から飫肥地区の一部を

含む事業計画区域の未普及解消を図り、早期整備を推進します。 

  

（２）日南市ストックマネジメント計画に基づき、老朽化・耐震化対策など

の汚水処理施設の整備・更新を計画的に実施します。 

  

（３）効率的な運営による経費削減はもとより、水洗化普及の活動を行い、 

各家庭の排水設備工事を促すことにより、地域の生活環境が改善される

ことと同時に、水洗化率の向上を図り、経営の改善に努めます。それで

もなお、収支ギャップがある場合には、解消するための使用料の見直し

も視野に入れた収益の確保に努めます。 

 

第４ 計画期間 

 １ 令和４年度から令和１３年度までの１０年間 

   

 ２ 策定後、計画の進捗状況を把握するため、２年から３年ごとの見直し（ロ

ーリング）を実施し、経営状況の把握と対応に遅れが出ないよう努めます。 

  

第５ 投資・財政計画 （別紙） 

 １ 投資について 

   公共下水道の整備は、全体計画及び事業計画に基づき整備を行います。 

   また、日南市の財政状況及び下水道事業の経営状況を勘安し、状況によっ 

ては整備計画の再検討を行い財政負担の軽減を図ります。 

施設設備等の更新、補修については、優先順位を定め計画的に行います。 

 

 ２ 財源について 

   必要な建設改良費への投資を行い、水洗化率の向上による使用料収入及 

び基準内の一般会計繰入金を確保しつつも、計画期間１０年間の各単年度収 

支の黒字化を保つため、今後の人口動向や水洗化率の推移等から、計画期間 

中に約 32％の使用料の見直しを実施するシミュレーションを行っています。 

   また、施設の維持管理費については、基準内繰入金を活用してまいります。 
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なお、建設改良費における基本的な財源は、国庫補助金及び公営企業債 

を充てることとしております。 

 

第６ 効率化・健全経営化の取組 

 １ 組織、人材、定員、給与に関する事項 

   市の行政改革大網に基づき、適正な職員の定員管理を行っており、今後と

も、適正な定員管理に努めます。 

  

２ その他経営基盤の強化に関する事項 

   専門的な技術・知識の習得のため、各種研修会へ積極的に参加します。ま

た、自己啓発に努めるとともに、幅広い専門能力を備え、多様な課題、ニー

ズに対応できる人材の育成及び技術継承を適切に行うため、適正な人員配

置に努めます。 

  

 ３ 資金管理・調達に関する事項 

   公共下水道の整備を計画的に進めるため、毎年公営企業債を借り入れま

す。公営企業債残高は令和４年度以降、徐々に減少していく見込みです。ま

た、公営企業債の借入を行うことによる資金調達については、利率の低い政

府系資金を基本としつつ、銀行等引受により資金を調達します。 

  

４ 情報公開に関する事項 

   経営戦略については、日南市ＨＰで公開します。 

    

５ その他重点事項 

（１）危機管理等の体制整備 

日南市下水道ＢＣＰ（業務継続計画）に基づき、災害時には、状況に応 

じ関係機関と協力し、対応します。 

（２）ストックマネジメント計画の推進 

施設の改修更新等については、日南市ストックマネジメント計画に基 

づき、より効果的な維持管理に努めます。 

 

第７ その他の事項 

 １ 事業の意義、提供するサービス自体の必要性 

   公共下水道事業は、市民が健康で快適な生活を送るために将来にわたっ 

  て持続可能な施設として維持、存続することを使命とする重要なライフラ 

  インであり、今後も公共用水域の保全に努めます。 
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２ 公営企業として実施する必要性 

公共下水道事業は、下水道法において、運営する主体は、原則市町村とさ 

れていることから公益性、公共性が求められる事業です。 

一方で、受益者が限定されることから、運営面では維持管理費などの経費 

を下水道使用料で賄わなけばならないという独立採算制の原則が適用され 

る事業のため、公営企業会計を適用し運営しています。    



令和 4 年 3 月

令和 4 年度 令和 13 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,500 円 2,927 円

2,750 円 3,048 円

2,750 円 3,251 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

浴場汚水については、従量使用料のみの使用料体系となっています。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

31.3　人/ha

　１か所

無

処 理 区 数 　１処理区(日南処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　実施していません。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和元年度 令和元年度

令和２年度 令和２年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料と従量使用料の使用料体系となっています。
特定環境保全公共下水道事業及び漁業集落排水事業と同じ使用料体系となっています。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用と同じ使用料体系となっています。

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

一部適用

日南市下水道事業経営戦略

昭和46年度
（50年）

日南市

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別添のとおり（令和２年度決算数値により作成）

職 員 数 職員数　１９名（うち１３名が公共下水道事業に従事）

建設部下水道課
管理係、施設係、工務係、浄化槽係

活用していません。

活用していません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

日南市の総合戦略プランの将来人口の予測及び日南市公共下水道事業計画より試算し、区域内人口は、毎年約１．４％ずつ減少する見込みで計画しています。

有収水量の予測

　有収水量については、有収水量（令和２年度実績）/水洗化人口（令和２年度実績）で算出した一人当たりの有収水量に水洗化人口を乗ずることで将来の有収水
量を予測しています。
　水洗化率向上による水洗化人口の増加を想定していますが、全体人口の減少が大きく、今後の有収水量は、毎年減少傾向で推移するものと予測しております。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

活用していません。

活用していません。

 イ　指定管理者制度

処理施設の維持管理業務

民 間 活 用 の 状 況
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（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

　未普及地区の早期解消を目指し事業計画に基づいて整備を行います。
　また、布設後５０年を経過した管きょや耐用年数を迎える施設設備もこれからますます増加する見通しであるため、日南市ストックマネジメント計画に基づき、老朽
化施設の更新等を行います。
　経営面においては経費削減や水洗化率の向上による収入の確保はもとより、収支ギャップを解消するための使用料改定なども視野に入れて運営いたします。
　投資財源については、国庫補助事業を最大限活用するとともに、世代間の公平負担解消のためにも公営企業債を活用し、経営健全化に努めます。

使用料収入の見通し

　使用料については、使用料（令和２年度実績）/有収水量（令和２年度実績）で算出した使用料単価に有収水量を乗ずることで、将来の使用料を予測しています。
　有収水量の減少予測に伴い、使用料も減少で推移するものと予測しております。なお、見直しに関しては日南市下水道事業等運営審議会において、５年毎に検
証していくこととしています。

施設の見通し

○未普及地区おける管きょの整備に関しては、事業計画に基づき整備を行います。また、処理場等の更新に関しては日南市ストックマネジメント計画に基づき実施
します。
○建設改良費については、事業費を平準化して工事を行います。（平均約８億３千万円/年）
○老朽化する管きょ、施設等がこれからますます増えていくため、改築更新が必要となり、その経費が増加していくことが予測されます。

組織の見通し

特にありません
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

〇投資の目標に関する事項
　未普及地区の早期解消及び老朽化施設の計画的更新を行います。
〇管きょ、処理場等の建設・更新に関する事項
　未普及地区における管きょの整備に関しては、事業計画に基づき整備を行います。老朽化した管きょ、処理場等の更新に関しては日南市ストックマネジメント計画
に基づき整備を行います。
〇広域化・共同化・最適化に関する事項
　予定はありません。
〇投資の平準化に関する事項
　平均約８億３千万円/年
〇民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　予定はありません。
〇防災・安全対策に関する事項
　耐震化対策も並行して進めていきます。
〇その他投資の目標に関する事項
　予定はありません。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

〇財源の目標に関する事項
　投資活動については、国庫補助金を活用し、不足する分については企業債等にて賄います。
〇使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　令和元年度に使用料改定を行っています。見直しに関しては、１０年間の収支ギャップを解消するために、約３２％の使用料改定を見込んで、収支計画を策定し
ています。
〇企業債に関する事項
　建設改良費のうち国庫補助金を除いた残りの部分を計画しています。また、元金償還費が減価償却費を上回った部分等の資本費の一部については、資本費平
準化債などを計画しています。
〇繰入金に関する事項
　繰出基準内にて一般会計より負担いただくことを基本としています。
〇資産の有効活用に関する事項
　予定はありません。

〇民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　予定はありません。
〇職員給与費に関する事項
　今後、現在と同水準で推移するものとして計画しています。
〇動力費に関する事項
　過去５年分の実績の平均値で算出し、今後、同水準で推移するものとして計画しています。
〇修繕費に関する事項
　過去５年分の実績の平均値で算出し、今後、同水準で推移するものとして計画しています。
〇その他に関する事項
　過去５年分の実績の平均値で算出し、今後、同水準で推移するものとして計画しています。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

現状において考えていません。

令和３年度に開催した日南市下水道事業等運営審議会からの答申により、５年ごとの検証を基本としま
す。使用料の見直しに関する事項

現状において考えていません。

現状において考えていません。

現状において考えていません。

県の計画に基づき、検討していきます。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

今回は、平成27年度に策定した計画を検証、見直しを行いました。今後も、決算状況及び計画の進捗状況を検証し
ながら、２～３年ごとの見直し（ローリング）を実施します。

職員給与費に関する事項 現状の水準で考えています。

動力費に関する事項 現状の水準で考えています。

修繕費に関する事項 現状の水準で考えています。

委託費に関する事項 現状の水準で考えています。

その他の取組 未接続世帯・事業者に対し、接続の促進を継続して行います。

薬品費に関する事項 現状の水準で考えています。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

処理場の運転管理業務については、既に民間委託を行っています。
包括的民間委託については、今後検討していきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 現状において考えていません。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（令和2年度決算）
宮崎県　日南市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

536.11 96.77 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 公共下水道 Cc1 非設置 51,878

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 53.38 35.45 75.12 3,025 18,250 5.83 3,130.36

　「有形固定資産減価償却率」については、過去５
年間では毎年増加しており、類似団体平均値を上
回っている状況です。これは、更新時期が近付いて
おり、計画的な改築更新が必要とされている施設
（資産）が増加していることが示されているため、
今後も改築等の財源確保や経営に与える影響を踏ま
えた分析を行います。
　「管渠老朽化率」については、前年度と比較して
減少しているものの、類似団体平均を大きく上回っ
ています。今後も設備の予防保全のための事業費の
平準化を図り、計画的な改築更新を進めていきま
す。
　「管渠改善率」については、事業繰越により前年
度と比較して皆減となっていますが、今後も計画的
かつ効率的な更新を進めていきます。

2. 老朽化の状況

全体総括

　公共下水道事業については、黒字経営となってい
ますが、現在も処理区域の拡大を行っており、また
施設の改築更新等の必要性も出てきているため、今
後の経営環境は厳しさを増していくと見込んでいま
す。
　今年度見直し中である経営戦略により合理的な投
資及び財務状況の現状把握等分析を進めています
が、今後も、健全経営を続けていくための改善点の
洗い出しや見直しを進めます。
　使用料改定（増額）については、令和元年度に実
施しましたが、今後の人口減少に伴う使用料収入の
減少、将来的な財源不足等を考慮し、また、今以上
の一般会計からの繰入金に依存することも困難な状
況にあるため、近隣及び類似団体の状況も参考とし
ながら、年次的に見直し・検討を実施します。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　「経常収支比率」については、使用料改定（増
額）による下水道使用料の増により、前年度と比較
して大きく増加したものの、依然として類似団体平
均を下回っています。今後も費用削減及び黒字の確
保に努めます。
　「流動比率」については、未収金の増による流動
資産の増加及び未払金の減による流動負債の減少の
ため、前年度と比較して増加し、類似団体平均を上
回っています。今後も健全経営に努め比率の上昇を
目指します。
　「企業債残高対事業規模比率」については、整備
区域の拡大やストックマネジメント計画に基づいた
施設の改築・更新工事など投資が増大する見込であ
り、計画的な事業の推進に努めます。
　「経費回収率」については、下水道使用料の増加
及び汚水処理費の減少により100％を超え、使用料
で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況と
見られますが、今後も費用削減や健全経営の維持に
努めます。
　「汚水処理原価」については、類似団体平均値よ
りも低くなっています。引き続き、効率的な汚水処
理の分析に努めます。
　「施設利用率」については、類似団体平均値を下
回っていますが、処理区域拡大中であり、将来的に
は上昇するものと考えています。
　「水洗化率」については、類似団体平均値を下
回っており、近年の急激な人口減少、また高齢化及
び地理的要因等と推測しています。引き続き水洗化
率の向上に向けて取り組みます。

2. 老朽化の状況について
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⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【106.67】 【3.64】 【67.52】 【705.21】
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【36.52】 【5.72】 【0.30】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 収支計画

公共下水道事業 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算

見 込
１． (A) 664,472 685,642 682,722 669,600 667,515 753,361 749,662 746,001 743,359 738,787 735,234 731,717
(1) 284,921 291,942 289,022 286,100 284,015 369,861 366,162 362,501 359,859 355,287 351,734 348,217
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 379,551 393,700 393,700 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500

２． 338,848 329,901 341,521 310,242 324,176 337,624 348,008 359,327 370,259 382,000 392,544 403,330
(1) 42,405 20,878 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

42,405 20,878 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 295,516 308,431 304,776 273,642 287,576 301,024 311,408 322,727 333,659 345,400 355,944 366,730
(3) 927 592 1,745 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

(C) 1,003,320 1,015,543 1,024,243 979,842 991,691 1,090,985 1,097,670 1,105,328 1,113,618 1,120,787 1,127,778 1,135,047
１． 846,785 850,417 864,000 863,452 889,268 914,973 937,010 960,353 984,104 1,007,685 1,027,783 1,049,077
(1) 60,928 70,000 67,500 67,500 67,500 67,500 67,500 67,500 67,500 67,500 67,500 67,500

34,060 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800
0 10,000 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500

26,868 23,200 23,200 23,200 23,200 23,200 23,200 23,200 23,200 23,200 23,200 23,200
(2) 227,980 199,374 210,967 206,140 205,802 205,558 205,135 204,807 204,482 204,247 203,842 203,526

34,166 34,561 34,892 33,840 33,502 33,258 32,835 32,507 32,182 31,947 31,542 31,226
27,222 20,813 32,075 28,300 28,300 28,300 28,300 28,300 28,300 28,300 28,300 28,300

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
166,592 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000 144,000

(3) 557,877 581,043 585,533 589,812 615,966 641,915 664,375 688,046 712,122 735,938 756,441 778,051
２． 98,281 102,746 101,994 95,888 92,896 90,988 89,086 87,582 86,543 85,398 84,434 83,881
(1) 98,281 94,839 93,646 84,888 81,896 79,988 78,086 76,582 75,543 74,398 73,434 72,881
(2) 0 7,907 8,348 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

(D) 945,066 953,163 965,994 959,340 982,164 1,005,961 1,026,096 1,047,935 1,070,647 1,093,083 1,112,217 1,132,958
(E) 58,254 62,380 58,249 20,502 9,527 85,024 71,574 57,393 42,971 27,704 15,561 2,089
(F) 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
(G) 7 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
(H) △ 7 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1

58,247 62,379 58,248 20,501 9,526 85,023 71,573 57,392 42,970 27,703 15,560 2,088
(I) 53,636 62,757 116,005 101,506 76,031 126,055 162,628 185,020 192,990 185,693 166,253 133,341
(J) 819,655 1,056,085 1,170,734 800,000 800,000 800,000 800,000 800,000 800,000 800,000 800,000 800,000

325,122 172,700 225,300 215,600 218,200 240,000 241,500 243,200 245,000 246,600 248,100 249,700
(K) 805,375 688,294 823,200 817,500 837,000 857,300 874,400 893,000 912,400 931,500 947,800 965,500

285,812 206,500 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

304,236 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 664,472 685,642 682,722 669,600 667,515 753,361 749,662 746,001 743,359 738,787 735,234 731,717

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(N)

(O)

(P)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

△ 15.2

経 常 損 益

う ち 一 時 借 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

う ち 建 設 改 良 費 分

特 別 損 益

収

益

的

支

出

(C)-(D)

減 価 償 却 費

支 出 計

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

収

益

的

収

入

支 払 利 息
そ の 他

△ 18.2

(（L）/（M）×100)

そ の 他 補 助 金

△ 8.1 △ 9.2 △ 17.0

(A)-(B)

営 業 外 費 用

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

△ 16.7

(E)+(H)

特 別 利 益

(F)-(G)

R4 R5

△ 11.4

R12 R13

△ 21.7 △ 24.8 △ 26.0 △ 25.1

R11R7 R10R6 R8 R9

△ 22.6

営 業 収 益

営 業 外 収 益

職 員 給 与 費

経 費

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

そ の 他

補 助 金

収 入 計

他 会 計 補 助 金

基 本 給
退 職 繰 入
そ の 他

営 業 費 用

収

益

的

収

支

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た

資 金 不 足 比 率
(（N）/（P）×100)

流 動 資 産

×100

流 動 負 債

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

）

う ち 未 収 金

う ち 未 払 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率



様式第2号(法適用企業・資本的収支） 収支計画

公共下水道事業 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算

見 込

１． 390,200 571,200 465,400 506,500 532,500 529,500 521,400 531,100 517,700 512,200 513,500 512,500

80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 58,332 53,636 97,000 59,800 55,100 53,100 52,800 53,400 55,000 58,700 58,100 58,500

４． 37,239 53,636 32,319 34,400 36,500 35,500 37,500 39,400 41,400 39,500 41,200 41,200

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 203,656 388,600 311,200 382,950 382,500 369,500 361,000 372,500 370,500 386,500 385,000 385,500

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 12,284 11,304 52,532 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000

(A) 701,711 1,078,376 958,451 1,010,650 1,033,600 1,014,600 999,700 1,023,400 1,011,600 1,023,900 1,024,800 1,024,700

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 701,711 1,078,376 958,451 1,010,650 1,033,600 1,014,600 999,700 1,023,400 1,011,600 1,023,900 1,024,800 1,024,700

１． 533,745 919,218 759,554 828,000 854,000 839,000 822,000 845,000 829,000 840,000 840,000 841,000

36,041 36,065 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000 36,000

２． 476,624 495,882 499,422 530,552 534,739 555,506 569,782 557,103 557,028 551,401 538,822 511,414

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 18,332 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

(D) 1,010,369 1,415,100 1,277,308 1,360,352 1,390,539 1,396,306 1,393,582 1,403,903 1,387,828 1,393,201 1,380,622 1,354,214

(E) 308,658 336,724 318,857 349,702 356,939 381,706 393,882 380,503 376,228 369,301 355,822 329,514

１． 288,776 306,724 288,857 252,000 267,000 276,000 267,000 291,000 274,000 286,000 294,000 280,000

２． 5,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 19,882 30,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

(F) 308,658 336,724 318,857 312,000 327,000 336,000 327,000 351,000 334,000 346,000 354,000 340,000

0 0 0 37,702 29,939 45,706 66,882 29,503 42,228 23,301 1,822 △ 10,486

(G)

(H) 7,442,112 7,638,930 7,695,016 7,670,964 7,668,725 7,642,719 7,594,337 7,568,334 7,529,006 7,489,805 7,464,483 7,465,569

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算

見 込

421,956 414,578 428,700 418,500 418,500 418,500 418,500 418,500 418,500 418,500 418,500 418,500

379,551 393,700 393,700 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500 383,500

42,405 20,878 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

95,571 107,272 129,319 94,200 91,600 88,600 90,300 92,800 96,400 98,200 99,300 99,700

37,239 53,636 32,319 34,400 36,500 35,500 37,500 39,400 41,400 39,500 41,200 41,200

58,332 53,636 97,000 59,800 55,100 53,100 52,800 53,400 55,000 58,700 58,100 58,500

517,527 521,850 558,019 512,700 510,100 507,100 508,800 511,300 514,900 516,700 517,800 518,200

R7 R13R8 R9 R10 R11 R12R6

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

合 計

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

損 益 勘 定 留 保 資 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R4 R5

う ち 基 準 内 繰 入 金

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出

補

て

ん

財

源

資

本

的

収

支

(E)-(F)

企 業 債 償 還 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

計

補 て ん 財 源 不 足 額

(A)-(B)

R13

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

計

計

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

R8 R12R9 R10 R11R4 R5 R6 R7

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

純 計

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

建 設 改 良 費

う ち 資 本 費 平 準 化 債


